
 

決算特別委員会産業建設分科会 

Ｈ２８．９．１６（金） 

午後  時  分～       

                                                                    場所：第２委員会室 
 

１ 開 会 

 

２ 事務事業評価選定事業の論点整理 

（１）商店街等活性化推進事業 

（２）公園緑地管理経費 

 

３ その他 

（１）審査日程 

  ・９月２０日（火）１０：３０～ 所管分審査（産業観光部） 

事務事業評価 

  ・９月２１日（水）１０：００～ 所管分審査（まちづくり推進部、土木建築部） 

                  事務事業評価 

  ・９月２３日（金）１０：００～ 所管分審査（上下水道部） 

                  分科会採決 
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◎事務事業評価 論点整理資料 

① 商店街等活性化推進事業 

選定理由 
 

（前回意見） 
○前回の事務事業評価を踏まえ、商店街活性化に向けてどのような改善

が図られてきたか。 
○商店街連盟との意見交換会の経過を踏まえ、行政の支援のあり方を考

えたい。 
○商店街にぎわいづくりに向けた各種事業経費の使途・効果 
○１００円商店街や街バル等の効果（地方創生交付金事業） 
 

留意点等 
 

○25.9 決算審査における評価 

＜論点＞ 
 各種補助施策は、一過性、限定的な効果となっていないか検証し、

商店街振興のための望ましい支援のあり方、施策の方法を考える。 
＜主な質疑＞ 
 （別紙参照） 
＜評価結果＞ 
 継続・改革改善 

 ＜評価意見＞ 
 ・商店が疲弊している現状から、現在の事業展開の手法、成果のとり

方を見直すこと。 
・行政からの積極的な働きかけのもと、商店に新しい価値を創出し、

意欲のある個店を通じて商店街を底上げ、波及する効果をめざした

手法を検討されたい。 
○商店街連盟との意見交換会における主な意見等 
 ・市内消費の促進のあり方 

（消費者に向けての魅力発信、商業団体一体化のしくみづくり） 
・行政施策としての支援 

  （各商店の特色ある取り組みへの支援等）  

事務事業評価

論点整理 
 

 

 

論点 
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◎事務事業評価 論点整理資料 

② 公園緑地管理経費  

選定理由 
 

（前回意見） 
○指定管理により、十分に市民サービスが図られているのか。 
○指定管理により、都市公園としての適正な施設管理に資しているか。 
○自動販売機の収益やプールの利用期間等に関しても踏み込みたい。 

留意点等 
 

○公園整備は、別費目（公園緑地整備事業費）の事業費で計上。 
○指定管理委託料の推移 

  都市公園 33 箇所 都市公園２箇所 

27 年度 
都市緑花協会 

26,873,000 円 

三煌産業 

42,645,000 円 

26 年度 
〃 

26,873,000 円 

〃 

42,645,000 円 

25 年度 
〃 

25,900,000 円 

〃 

39,500,000 円 

24 年度 
〃 

24,500,000 円 

〃 

40,000,000 円 

 

＜H28.3 予算特別委員会質疑より＞ 
○亀岡運動公園プールの利用状況 

平成 27 年度：６万４１４人 ／ 平成 26 年度：５万１２８９人 

○プール期間外の利用状況 
７・８月のシーズン期間以外の利用の計画はない。 

○指定管理者の選定方法における今後の考え方 
 指定管理者選定委員会に諮り、一般公募により募集をかけて選定する

手続きをとっており、今後も継続していく方針である。 
○都市公園内に設置されている自動販売機の管理、収益の取扱いは。 
○設置に係る占用料は市で受け入れている。販売による収益は設置者に

入っている。 

事務事業評価

論点整理 

 

 

論点 
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Ｈ２５．９事務事業評価：商店街等活性化事業 

＜主な質疑＞ 

問：各種補助事業の成果はどのようにとっているのか。 

答：各事業について、一定の実績報告をいただいているが、実際にそれによって何名の集

客がありどのような成果があったのか、集約していない現状がある。今後、事業の改

善点として、きちっと受け止めて成果指標をおさえていけるように変えていきたい。 

問：成果については、商店にどれだけ儲けがあったかという成果が出るはずである。それ

はきちっとすべきと考えるが。 

答：商店街への事業補助を行っているものであり、商店街はおそらく個店の売り上げや来

客数等を把握されていないので、直接どのような売り上げ効果があったのかというと

ころまでは、計ることができないものと思っている。 

問：亀山城下ひなまつり事業等は、期間を決めて限定的に行う事業であることから、前年

度よりも売り上げがあったかなど、意見は集約すべきである。いかがか。 

答：事業実施により一定の集客につながったという意見等を実績報告の中で伺っている。 

問：どれだけ儲かったのかということも確認し、効果的な補助となっているのか検証すべ

きである。来年度もするのかどうか考えた上での意見集約をしていただきたい。 

問：店舗経営戦略相談委託料に係り、１店にかかる経費は。 

答：中小企業診断士への報酬として、１店あたり３万円を支払っている。その他、訪問先

により交通費などの経費がかかっている。 

問：対象７０店のうち、経営状況が伸びた店、また、閉めた店は。 

答：相談の半年後にフォローアップとして改善指導を行っているが、その調査はできてい

ない。ただし改善に取り組み、成果があったと評価されているところが多く見受けら

れる。長期的な観点から検証していきたい。 

問：店舗経営の相談士は、分野ごとに色々な方がおられるのか、それとも同じ方か。 

答：中小企業診断士には専門領域があるため、各個店に事前に照会し、相談内容に応じた

診断士を派遣するよう、マッチングを図っている。 

問：各種イベント事業は一過性であると思っている。継続性のある内容に変えていくべき。

商店街から主体性のある取り組みを行うための施策は。 

答：行政の支援と事業者の主体性が必要。商店街の意思を確認しながら効果的な施策を行

いたい。イベント事業は一過性と指摘を受けるが、地域の商店街には、地元で頑張っ

てもらっているというコミュニティ機能があり、地域へ貢献する役割が大きいことか

ら、イベント事業への関わりは大切にしていきたいと考えている。 
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問：ポイントカードシステムに係り、加盟店の区別、加盟店によるチャージの可否等の理

由で利用しにくいと感じている。その点で広報が必要であるが、その取り組みは。 

答：各加盟店では、表示により消費者に周知を図っているが、消費者の視点に立ち、より

よい取り組みに向けて商業協同組合と協議していきたい。 

問：イベント補助に係り、一過性の補助とならないよう、商店街組織の育成についての考

えは。 

答：商店街としての組織力を高めていくため、各事業の展開を通じて、より相談を深め一

緒に考えていきたい。 

問：今後の方向性に係り、商店街だけに留めずに介護サービス等の福祉施策と商店街を結

びつけるような方向性を検討できないか。 

答：ポイントカードシステムに係り、他業種と連携したサービスの検討に取り組んできた

経過があるが、実施するまでには至っていない。今後、空き店舗活用等を含め、地域

の課題と商店街の役割について、ともに考えていきたい。 

問：商店街イベント事業補助金の申請時の審査の内容は。 

答：年次計画への位置付けがあるが、同じ事業を繰り返しているところもある。新たに集

客に向けた事業の相談を受けるところもある中で、効果の検証を商店街で取り組んで

もらえるようなことも含め、次年度の審査に向け協議を進めていきたい。 

問：商店街の規模や運営に差がある中、補助申請に係る事業内容、申請額の実態はどうか。 

答：市の補助額４０万円の上限を見込み、８０万から１００万円の事業規模で申請される

商店街が多いのが現状。場合によっては１００万円を超えるところもある。 

問：商店街自体が路頭に迷っているような現状であり、明確なビジョンも持てていない。

商店街活性化のための望ましい支援のあり方として考えると、本事業のみを取り上げ

て判断、評価することは困難である。要するに、市はどのような姿勢で、本事業に取

り組まれているのか。 

答：市としてできることは、一過性ではなく商店街へ還るしくみを考えているが、各イベ

ント事業について、商店街が手を上げたら助成しているのが現状である。ビジョンに

ついて、５年前に立てたものと様変わりしたほうがよいのか、地元商店街と協議する

中で、来年度以降の計画をつくりたいと考えている。 

問：商店だけでなく、大型店舗へも補助金を交付しているが、なぜか。 

答：地元商店がテナントとして入って組織化されているものであり、商店街連盟に加入さ

れているものである。 
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［評価（意見）］ 

・公的関与の範囲：△ 

個別に診断士を派遣することは、商工会議所が行うべきで市が行うべきではない。 

・手法の適切性：△ 

 商店街イベント補助事業は一律の補助金ではなく、商店街の規模に応じて行うべき。ま

た、ポイントカードについて、消費者のニーズに合っておらず改善が必要である。 

・活動実績の妥当性：△ 

目的は明確であるが、手法が適切でなく、活動実績の把握をうまくできていない。した

がってマンネリ化している。単発的であり、一体的なものとなっていない。 

・成果：△ 

イベント事業等、成果がみえていない。大型店の進出の中、残念ながら商店は減少傾向

の状況下にあり、十分な成果が上がっていない。 

・コスト：△ 

 本事業によらず、観光施策等、別事業により考えるものがある。 

・財源：△ 

 イベント事業補助金に係り、商店街の規模、能力に差がある中、一律となっている。 

・公平性：△ 

商店街への補助に係り、効果的に行っているのかという点を含め、公平とはいえない。 

 主に中心市街地に補助がでており、周辺に商店街がない地域もある。 

 行政の掲げる今後の方向性について、買い物弱者に向け宅配サービスとあるが、現下に

おいて宅配サービスは減少傾向にある。認識が異なる。 

 

[評価結果のまとめ] 

・補助金を交付したことについて、具体的な成果を検証してもらいたい。 

・現実的に商店が疲弊していることを考えると、もっと知恵を絞り他市の成功例を取り入

れる等、これまでとは異なる助成の検討も必要である。意欲のある商店に対しての助成

を行うシステムにすべきと考える。 

・補助金を交付するだけではなく、行政からの指導、働きかけが必要である。 

・商店街、商業の売上高、従業員数や個店数が減っているが、それは政治が守らなければ

ならないことである。とりわけ売場面積が野放しになっており、面的に範囲を決めてや

っていかなければならない。その方向性を検討すべきである。 

・商店街が主体となって、行政はその後からついてくるのが成功事例であるが、本市にお

いては、それは厳しい現状である。まだまだ行政が深く関わって体力のある商店街から

波及していくような事業展開をしてもらいたい。 

・ふれあいポイントカードは、魅力ある価値がつくよう改善されたい。 

・どうすれば活性化につながるのかということである。行政も地元であるために見えてい

ない部分があると思われるが、地元の消費者として深くかかわり、賑わいの創出や売り

上げが伸びる等、活性化につながるよう指導的役割に努められたい。 
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［評価意見に対する執行部の意見］ 

 同感であるが、ではどうすればよいのかが見えてこない。それは地元の商業者も同様で

あり、その中でも元気な方が出てきてもらえたらと思う。その中で商店街というくくり

よりも、個店という切り口で考えていくべきであり、頑張っている個店から商店街自身

の底上げにつながることが期待される。国、府の補助施策も商店街というくくりを対象

にしているが、今後は個店というくくりも一つの展開事例になると思われる。大型店と

の共存についても、課題と感じているが、何もしなければもっと疲弊するので、現状か

ら一歩二歩でも上がるような施策を研究していきたい。 

 












